
（様式１）
登米市 　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成31年3月末時点
（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29
30
31

登米市東日本大震災
復興交付金基金残高

登米市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

登米市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

94,949 48 2,047,088

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29
30
31

交付実額 2,047,891

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0

0
0

0 0

0

合　計
0

※平成30年度末までにおける市町村及び都道県への交付額の合計から国庫返還額を除し、都道県事業の市町村間での事業間流用額を加除した額

573
77,760

75,781

74,043
0

1,125,307
89,101

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

726,693
380,588

交付分
登米市

61,784
94,098

3,631
682,774

262,118
76,282

86,645 74,844

529,178

合　計 2,047,088

0

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0
0
0

0

2,374,112

0

0
0

＜参考＞



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 3,631 573 －
24 7,801 1,650 －
25 265 8,944 25年4月～26年3月発掘調査報告書作成及び発行。
26
27
28
29
30
31

累計 11,432 0 2,488 8,944
23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 3,631 0 573 0
24 7,801 0 1,650 0
25 0 0 265 8,944
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

15,244 11,432 0 2,488 8,944
23 3,631 0 573 0
24 7,801 0 1,650 0
25 0 0 265 8,944
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

15,244 11,432 0 2,488 8,944合計

A － 4 市 登米市 完了直接

24年3月～4月、8月発掘調査実施。

1 － 1 －
埋蔵文化財発
掘調査事業

（様式２A）
登米市

豊里町地
区

25

省庁名 文部科学省

事業番号
全体
事業
期間

15,244 23 ～

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 552,868 46,256 －
25 198,934 582,864 － 25年7月建設工事発注。
26 329,236 51,563 － 26年5月10戸完成、11月22戸完成。
27 222,062 465,191 － 28年7月20日24戸完成。
28 0 4,332 152,894
29
30
31

累計 1,303,100 0 1,150,206 152,894
23
24 57,866 11,229 －
25 148,392 166,837 － 25年10月建設工事発注。
26 2,929 25,263 26年7月4戸完成、8月5戸完成。
27
28
29
30
31

累計 206,258 0 180,995 25,263
23
24 28,114 8,996 －
25 174,300 166,210 － 25年10月建設工事発注。
26 3,236 23,972 26年6月5戸完成、7月4戸完成。
27
28
29
30
31

累計 202,414 0 178,442 23,972
23
24 36,125 9,629 －
25 192,107 201,763 － 25年10月建設工事発注。
26 5,436 11,404 26年8月10戸完成。
27
28
29
30
31

累計 228,232 0 216,828 11,404

24年6月不動産鑑定発注、25年3月実施設計発注。

24年10月不動産鑑定発注、25年3月実施設計発注。

25年3月実施設計発注。

24年10月不動産鑑定発注、25年3月実施設計発注。

2 D － 4 － 1 －
災害公営住宅
整備事業

迫町地区 市 登米市 直接 完了

4

（様式２D）

東和町地
区

3 D － 4 － 2

登米市

市 登米市 直接 完了 231,332 24 ～ 26D － 4 － 3 －
災害公営住宅
整備事業

省庁名 国土交通省

事業番号

5 D － 4 － 4 －
災害公営住宅
整備事業

豊里町地
区

市 登米市 直接 完了 260,838 24 ～ 26

－
災害公営住宅
整備事業

中田町地
区

市 登米市 直接 完了 235,724 24 ～ 26

全体
事業
期間

1,489,260 24 ～ 28



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

（様式２D）
登米市

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

23
24
25 6,912 5,512 － 25年7月舗装工事発注。
26 ▲ 1,590 － 26年5月10戸完成、11月22戸完。
27 2,782 2,782 － 28年7月20日24戸完成。
28 0 ▲ 2,571 5,561
29
30
31

累計 9,694 0 4,133 5,561
23
24
25 1,944 673 － 25年11月舗装工事発注。
26 ▲ 1 1,272 26年7月4戸完成、8月5戸完成。
27
28
29
30
31

累計 1,944 0 672 1,272
23
24
25 1,944 682 － 25年11月舗装工事発注。
26 5 1,257 26年6月5戸完成、7月4戸完成。
27
28
29
30
31

累計 1,944 0 687 1,257
23
24
25 2,160 501 － 25年11月舗装工事発注。
26 103 1,556 26年8月10戸完成。
27
28
29
30
31

累計 2,160 0 604 1,556

－ 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

豊里町地
区

市 登米市 直接 完了

6 ◆ D － 4 － 1 － 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

迫町地区 市 登米市 直接 完了 12,118 25

D － 4 2,700 25 ～ 26

市 登米市 直接 完了 2,430 25 ～ 26

9 ◆ － 4

～ 28

7 ◆ D － 4 － 2 － 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

中田町地
区

市 登米市 直接 完了 2,430 25 ～ 26

8 ◆ D － 4 － 3 － 1

災害公営住宅
駐車場整備事
業

東和町地
区



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

（様式２D）
登米市

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

23
24
25
26 45,076 24,222 － 26年6月適用開始。
27 32,562 53,416 －
28 66,163 65,110
29 75,442 66,018
30 55,542 65,677
31 59,555

累計 334,340 0 274,443 0
23
24
25
26 6,276 3,198 － 26年6月適用開始。
27 4,712 7,789 －
28 9,618 9,411
29 11,203 8,826
30 6,242 8,366
31 7,919

累計 45,970 0 37,590 0
23
24
25
26
27
28
29
30
31 26,624

累計 26,624 0 0 0

10 D － 5 － 1

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

迫町地区
中田町地
区
東和町地
区
豊里町地
区

市 登米市 直接 継続 382,105 26 ～ 32

12 D － 5 － 2

災害公営住宅
家賃低廉化事
業（補助率変
更分）

迫町地区
中田町地
区
東和町地
区
豊里町地
区

市 登米市 直接 継続 114,749 31

11 D － 6 － 1

東日本大震災
特別家賃低減
事業

迫町地区
中田町地
区
東和町地
区
豊里町地
区

市 登米市 直接 継続 71,339 26 ～ 32

～ 32



　復興交付金事業計画　平成30年度進捗状況（契約状況）報告
平成31年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

（様式２D）
登米市

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0
31 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 674,973 0 76,110 0
25 726,693 0 1,125,042 0
26 380,588 0 89,101 64,724
27 262,118 0 529,178 0
28 75,781 0 76,282 158,455
29 86,645 0 74,844 0
30 61,784 0 74,043 0
31 94,098 0 0 0

2,805,025 2,362,680 0 2,044,600 223,179
23 0 0 0 0
24 674,973 0 76,110 0
25 726,693 0 1,125,042 0
26 380,588 0 89,101 64,724
27 262,118 0 529,178 0
28 75,781 0 76,282 158,455
29 86,645 0 74,844 0
30 61,784 0 74,043 0
31 94,098 0 0 0

2,805,025 2,362,680 0 2,044,600 223,179

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


